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(57)【要約】
【課題】高い表面硬度と優れた面衝撃強度を併せ有するポリカーボネート樹脂成形品を提
供する。
【解決手段】ＪＩＳ　Ｋ５６００による鉛筆硬度がＨＢ以上であり、かつ、ＪＩＳ　Ｋ７
２１１による高速面衝撃試験におけるパンクチャー点でのエネルギーが５０Ｊ以上である
ポリカーボネート樹脂成形品の表面を、エネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成物の硬化
物層で被覆したことを特徴とするポリカーボネート樹脂成形品。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＪＩＳ　Ｋ５６００による鉛筆硬度がＨＢ以上であり、かつ、ＪＩＳ　Ｋ７２１１によ
る高速面衝撃試験におけるパンクチャー点でのエネルギーが５０Ｊ以上であるポリカーボ
ネート樹脂成形品の表面を、エネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成物の硬化物層で被覆
したことを特徴とするポリカーボネート樹脂成形品。
【請求項２】
　硬化物層被覆後の成形品の、ＪＩＳ　Ｋ７２１１による高速面衝撃試験におけるパンク
チャー点でのエネルギーが８Ｊ以上である請求項１に記載のポリカーボネート樹脂成形品
。
【請求項３】
　前記ポリカーボネート樹脂が、ポリカーボネート樹脂（ｉ）とポリカーボネート樹脂（
ｉｉ）とを少なくとも含むポリカーボネート樹脂組成物であって、ポリカーボネート樹脂
（ｉ）とポリカーボネート樹脂（ｉｉ）の質量比が８０／２０～２０／８０である請求項
１又は２に記載のポリカーボネート樹脂成形品。
（ｉ）下記一般式（１）で表される構造単位を有する粘度平均分子量（Ｍｖ）が２０，０
００～３５，０００のポリカーボネート樹脂
【化１】

（一般式（１）中、Ｒ１はメチル基、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に水素原子またはメチ
ル基を示し、Ｘは、
【化２】

を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に水素原子またはメチル基を示し、Ｚは、Ｃと結合
して炭素数６～１２の、置換基を有していてもよい脂環式炭素水素を形成する基を示す。
）
（ｉｉ）下記一般式（２）で表される構造単位を有する粘度平均分子量（Ｍｖ）が１６，
０００～２８，０００のポリカーボネート樹脂

【化３】

（一般式（２）のＸは、前記一般式（１）と同義である。）
【請求項４】
　前記一般式（１）におけるＲ２及びＲ３が水素原子であり、Ｘがイソプロピリデン基で
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ある請求項３に記載のポリカーボネート樹脂成形品。
【請求項５】
　前記一般式（２）におけるＸがイソプロピリデン基である請求項３又は４に記載のポリ
カーボネート樹脂成形品。
【請求項６】
　成形品が、自動車内装パネル、自動車ランプレンズ、窓又は筐体のいずれかである請求
項１乃至５のいずれかに記載の成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はポリカーボネート樹脂成形品に関し、詳しくは、高い表面硬度と優れた面衝撃
強度を併せ有するポリカーボネート樹脂成形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリカーボネート樹脂は、耐衝撃性、耐熱性、透明性に優れた熱可塑性樹脂として、自
動車内装パネルや自動車のヘッドランプレンズ、携帯電話や携帯情報端末、液晶テレビ、
パーソナルコンピューターの筐体等、幅広い用途があり、さらに、無機ガラスに比較して
軽量で、生産性にも優れているので、自動車の窓用途等にも使用されている。
【０００３】
　しかし、現在広く用いられている、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
（以下、ビスフェノールＡと記す）を用いたポリカーボネート樹脂は、優れた機械特性を
示すのに反して、鉛筆硬度に代表される表面硬度（ビスフェノールＡを用いたポリカーボ
ネート樹脂では２Ｂ）が低いという問題点を有していた。
【０００４】
　ポリカーボネート樹脂の表面硬度を改善するために、これまでに多くのポリカーボネー
ト樹脂、またはポリカーボネート樹脂組成物が提案されている。
　例えば、特許文献１では、ジメチルビスフェノールシクロヘキサンとビスフェノールＡ
との共重合ポリカーボネートが、鉛筆硬度が２Ｈと高い表面硬度が得られることが報告さ
れている。
　また、特許文献２では、芳香族ポリカーボネート樹脂に、特定の（メタ）アクリル共重
合体とリン系安定剤、及び、脂肪族アルコールと脂肪族カルボン酸とのエステルを、それ
ぞれ特定量含有させることにより、鉛筆硬度Ｈと透明性を維持しつつ、表面硬度の高い組
成物が得られることが報告されている。
【０００５】
　しかし、これらのポリカーボネート樹脂の場合、確かに表面硬度は向上するものの、さ
らに高い表面硬度や、高い衝撃強度、特に高い高速面衝撃強度が要求される場合には、ま
だ不十分である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特表２００９－５００１９５号公報
【特許文献２】特開２０１２－０２５７９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記課題に鑑み、ポリカーボネート樹脂の優れた機械特性を失うことなく、
高い表面硬度と透明性を有し、優れた面衝撃強度を有するポリカーボネート樹脂成形品を
得ることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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　本発明者は、上記課題を達成すべく、鋭意検討を重ねた結果、ポリカーボネート樹脂、
好ましくは特定の構造単位を有するポリカーボネート樹脂を成形した成形品であって、鉛
筆硬度がＨＢ以上であり、かつ、高速面衝撃試験におけるパンクチャー点でのエネルギー
が特定値以上である成形品を用い、その表面を、エネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成
物の硬化物層で被覆した成形品が、上記課題を解決することを見出し、本発明を完成する
に至った。
　本発明は、以下のポリカーボネート樹脂成形品を提供する。
【０００９】
［１］ＪＩＳ　Ｋ５６００による鉛筆硬度がＨＢ以上であり、かつ、ＪＩＳ　Ｋ７２１１
による高速面衝撃試験におけるパンクチャー点でのエネルギーが５０Ｊ以上であるポリカ
ーボネート樹脂成形品の表面を、エネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成物の硬化物層で
被覆したことを特徴とするポリカーボネート樹脂成形品。
［２］硬化物層被覆後の成形品の、ＪＩＳ　Ｋ７２１１による高速面衝撃試験におけるパ
ンクチャー点でのエネルギーが８Ｊ以上である上記［１］に記載のポリカーボネート樹脂
成形品。
【００１０】
［３］前記ポリカーボネート樹脂が、ポリカーボネート樹脂（ｉ）とポリカーボネート樹
脂（ｉｉ）とを少なくとも含むポリカーボネート樹脂組成物であって、ポリカーボネート
樹脂（ｉ）とポリカーボネート樹脂（ｉｉ）の質量比が８０／２０～２０／８０である上
記［１］又は［２］に記載のポリカーボネート樹脂成形品。
（ｉ）下記一般式（１）で表される構造単位を有する粘度平均分子量（Ｍｖ）が２０，０
００～３５，０００のポリカーボネート樹脂
【化１】

（一般式（１）中、Ｒ１はメチル基、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に水素原子またはメチ
ル基を示し、Ｘは、
【化２】

を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に水素原子またはメチル基を示し、Ｚは、Ｃと結合
して炭素数６～１２の、置換基を有していてもよい脂環式炭素水素を形成する基を示す。
）
（ｉｉ）下記一般式（２）で表される構造単位を有する粘度平均分子量（Ｍｖ）が１６，
０００～２８，０００のポリカーボネート樹脂
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【化３】

（一般式（２）のＸは、前記一般式（１）と同義である。）
【００１１】
［４］前記一般式（１）におけるＲ２及びＲ３が水素原子であり、Ｘがイソプロピリデン
基である上記［３］に記載のポリカーボネート樹脂成形品。
［５］前記一般式（２）におけるＸがイソプロピリデン基である上記［３］又は［４］に
記載のポリカーボネート樹脂成形品。
［６］成形品が、自動車内装パネル、自動車ランプレンズ、窓又は筐体のいずれかである
上記［１］乃至［５］のいずれかに記載の成形品。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明のポリカーボネート樹脂成形品によれば、高い表面硬度と優れた面衝撃強度を併
せ有するポリカーボネート樹脂成形品を提供することができる。特に、硬化物層を形成後
の表面硬度と面衝撃強度の両方をバランスよく、向上させることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明について実施形態及び例示物等を示して詳細に説明する。
　なお、本願明細書において、「～」とは、特に断りがない場合、その前後に記載される
数値を下限値及び上限値として含む意味で使用される。
【００１４】
［概要］
　本発明のポリカーボネート樹脂成形品は、前述のとおり、ＪＩＳ　Ｋ５６００による鉛
筆硬度がＨＢ以上であり、かつ、ＪＩＳ　Ｋ７２１１による高速面衝撃試験におけるパン
クチャー点でのエネルギーが５０Ｊ以上であるポリカーボネート樹脂成形品の表面を、エ
ネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成物の硬化物層で被覆したポリカーボネート樹脂成形
品である。
　以下、本発明のポリカーボネート樹脂成形品に用いる各成分、成形品の製造方法等につ
き、詳細に説明する。
【００１５】
［ポリカーボネート樹脂］
　本発明のポリカーボネート樹脂成形品に使用するポリカーボネート樹脂としては、ＪＩ
Ｓ　Ｋ５６００による鉛筆硬度がＨＢ以上であるものが使用される。ポリカーボネート樹
脂としては、脂肪族ポリカーボネート樹脂、芳香族－脂肪族ポリカーボネート樹脂もある
が、本発明では、好ましくは芳香族ポリカーボネート樹脂を用い、具体的には、芳香族ジ
ヒドロキシ化合物をホスゲン又は炭酸のジエステルと反応させることによって得られる熱
可塑性芳香族ポリカーボネート重合体又は共重合体が用いられる。
【００１６】
　使用するポリカーボネート樹脂の鉛筆硬度は、ＨＢ以上の硬度を有するが、ここで、鉛
筆硬度はＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に準拠して測定される。
　鉛筆硬度がＨＢより低いと、これを成形した成形品の表面硬度が低く、表面をエネルギ
ー線硬化性アクリル系樹脂組成物の硬化物層で被覆した成形品の表面硬度の向上効果が小
さく、成形品の使用中に表面が傷付きやすくなってしまう。ポリカーボネート樹脂の鉛筆
硬度は、中でもＦ以上、特にはＨ以上であることが好ましい。
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【００１７】
　このような鉛筆硬度を有するポリカーボネート樹脂としては、以下の、分子中に少なく
とも下記一般式（１）で表される構造単位を有するポリカーボネート樹脂（ｉ）と、下記
一般式（２）で表される構造単位を有するポリカーボネート樹脂（ｉｉ）からなるポリカ
ーボネート樹脂組成物が好ましく挙げられる。
【００１８】
［ポリカーボネート樹脂（ｉ）］
　ポリカーボネート樹脂（ｉ）として好ましいものは、分子中に少なくとも下記一般式（
１）で表される構造単位を有するポリカーボネート樹脂（ｉ）が挙げられる。
【化４】

（一般式（１）中、Ｒ１はメチル基、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に水素原子またはメチ
ル基を示し、Ｘは、
【化５】

を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に水素原子またはメチル基を示し、Ｚは、Ｃと結合
して炭素数６～１２の、置換基を有していてもよい脂環式炭素水素を形成する基を示す。
）
【００１９】
　上記一般式（１）において、Ｒ１はメチル基であり、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に水
素原子またはメチル基であるが、Ｒ２及びＲ３は特には水素原子であることが好ましい。
【００２０】
　また、Ｘは、
【化６】

である場合、Ｒ４及びＲ５の両方がメチル基であるイソプロピリデン基であることが好ま
しく、また、Ｘが、

【化７】

の場合、Ｚは、上記式（１）中の２個のフェニル基と結合する炭素Ｃと結合して、炭素数
６～１２の二価の脂環式炭化水素基を形成するが、二価の脂環式炭素水素基としては、例
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えば、シキロヘキシリデン基、シクロヘプチリデン基、シクロドデシリデン基、アダマン
チリデン基、シクロドデシリデン基等のシクロアルキリデン基が挙げられる。置換された
ものとしては、これらのメチル置換基、エチル置換基を有するもの等が挙げられる。これ
らの中でも、シクロヘキシリデン基、シキロヘキシリデン基のメチル置換体（好ましくは
３，３，５－トリメチル置換体）、シクロドデシリデン基が好ましい。
【００２１】
　本発明で使用するポリカーボネート樹脂（ｉ）としての好ましい具体例としては、以下
のイ）～ニ）のポリカーボネート樹脂が挙げられる。
　イ）２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン構造単位を有する
もの、即ちＲ１がメチル基、Ｒ２とＲ３が水素原子、Ｘがイソプロピリデン基である構造
単位を有するもの、
　ロ）２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）シクロドデカン構造単位、
即ちＲ１がメチル基、Ｒ２とＲ３が水素原子、Ｘがシクロドデシリデン基である構造単位
を有するもの。
　ハ）２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン構造単位、
即ちＲ１がメチル基、Ｒ２とＲ３がメチル基、Ｘがイソプロピリデン基である構造単位を
有するもの、
　ニ）２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン構造単位、
即ちＲ１がメチル基、Ｒ２とＲ３が水素原子、Ｘがシクロヘキシリデン基である構造単位
を有するもの、
　これらの中で、より好ましくは上記イ）、ロ）またはハ）、さらに好ましくは上記イ）
またはロ）、特には上記イ）のポリカーボネート樹脂が好ましい。
【００２２】
　これらポリカーボネート樹脂（ｉ）は、それぞれ、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）シ
クロドデカン、２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、
２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサンを、ジヒドロキシ
化合物として使用して製造することができる。
【００２３】
　ポリカーボネート樹脂（ｉ）は、一般式（１）で表される構造単位以外のカーボネート
構造単位を有することもでき、例えば、一般式（２）で表される構造単位（例えば、ビス
フェノール－Ａ由来の構造単位）、あるいは後述するような他のジヒドロキシ化合物に由
来する構造単位を有していてもよい。一般式（１）で表される構造単位以外の構造単位の
共重合量は、通常６０モル％以下であり、５０モル％以下が好ましく、より好ましくは４
０モル％以下、さらには３０モル％以下が最も好ましい。
【００２４】
　本発明に好ましく用いるポリカーボネート樹脂（ｉ）の粘度平均分子量（Ｍｖ）は、２
０，０００～３５，０００であることが好ましい。粘度平均分子量がこの範囲であると、
成形性が良く、且つ機械的強度の大きい成形品が得られ、２０，０００を下回ると、耐面
衝撃性が悪化し、実使用上問題となり、３５，０００を超えると溶融粘度が増大し、射出
成形または押出成形することが困難となる傾向にある。ポリカーボネート樹脂（ｉ）のよ
り好ましい分子量の下限は、２２，０００、さらに好ましくは２３，０００、特に好まし
くは２４，０００であり、その上限は、より好ましくは３３，０００、さらに好ましくは
３２，５００である。
　ここで、粘度平均分子量（Ｍｖ）は、溶媒としてジクロロメタンを使用し、ウベローデ
粘度計を使用し、温度２０℃での極限粘度（［η］）（単位ｄｌ／ｇ）を求め、Ｓｃｈｎ
ｅｌｌの粘度式：η＝１．２３×１０－４Ｍ０．８３　の式から算出される値を意味する
。
【００２５】
　ポリカーボネート樹脂（ｉ）は、一種または２種以上を混合して使用してもよく、粘度



(8) JP 2014-31489 A 2014.2.20

10

20

30

40

50

平均分子量の異なる２種類以上のポリカーボネート樹脂を混合して上記粘度平均分子量に
調整してもよい。また、必要に応じ、粘度平均分子量が上記の好適範囲外であるポリカー
ボネート樹脂を混合して用いてもよい。
【００２６】
＜ポリカーボネート樹脂（ｉｉ）＞
　上記ポリカーボネート樹脂（ｉ）と併用するポリカーボネート樹脂（ｉｉ）は、下記一
般式（２）で表される構造単位を有するポリカーボネート樹脂である。
【化８】

（一般式（２）のＸは、前記一般式（１）と同義である。）
【００２７】
　一般式（２）で表されるポリカーボネート構造単位の好ましい具体例としては、２，２
－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、即ち、ビスフェノール－Ａ由来のカーボネ
ート構造単位である。
　ポリカーボネート樹脂（ｉｉ）は、前記一般式（２）で表される構造単位以外のカーボ
ネート構造単位を有することもでき、他のジヒドロキシ化合物由来のカーボネート構造単
位を有していてもよい。一般式（２）で表される構造単位以外の構造単位の共重合量は、
通常５０モル％未満が好ましく、より好ましくは４０モル％以下、さらには３０モル％以
下、特には２０モル％以下であり、１０モル％以下、なかでも５モル％以下が最も好まし
い。
【００２８】
　他のジヒドロキシ化合物としては、例えば以下のような芳香族ジヒドロキシ化合物を挙
げることができる。
　ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブ
タン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）－４－メチルペンタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニ
ル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プロパン、
２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－（１－メチルエチル）フェニル）プロパン、２，２
－ビス（４－ヒドロキシ－３－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４
－ヒドロキシ－３－（１－メチルプロピル）フェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒ
ドロキシ－３－シクロヘキシルフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３
－フェニルフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）デカン、１，
１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）－１－フェニルエタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、１，
１－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－
ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シ－３－（１－メチルエチル）フェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シ－３－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－
３－（１－メチルプロピル）フェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ
－３－シクロヘキシルフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－
フェニルフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニ
ル）－１－フェニルエタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３、５－ジメチルフェニル
）－１－フェニルエタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－（１－メチルエチル）フ
ェニル）－１－フェニルエタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－ｔｅｒｔ－ブチル



(9) JP 2014-31489 A 2014.2.20

10

20

30

40

50

フェニル）－１－フェニルエタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－（１－メチルプ
ロピル）フェニル）－１－フェニルエタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－シクロ
ヘキシルフェニル）－１－フェニルエタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３－フェニ
ルフェニル）－１－フェニルエタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロペ
ンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロオクタン、４，４’－（１，３
－フェニレンジイソプロピリデン）ビスフェノール、４，４’－（１，４－フェニレンジ
イソプロピリデン）ビスフェノール、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレ
ン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）フルオレン、４，４’－ジヒ
ドロキシベンゾフェノン、４，４’－ジヒドロキシフェニルエーテル、４，４’－ジヒド
ロキシビフェニル、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３－５－トリメチル
シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－６－メチル－３－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェニル）ブタン等が挙げられる。
【００２９】
　ポリカーボネート樹脂（ｉｉ）の粘度平均分子量（Ｍｖ）は、１６，０００～２８，０
００であることが好ましい。粘度平均分子量がこの範囲であると、成形性が良く、且つ機
械的強度の大きい成形品が得られ、１６，０００を下回ると、耐面衝撃性が著しく低下し
てしまうため、使用が困難となる場合があり、２８，０００を超えると溶融粘度が増大し
、射出成形または押出成形が困難となる傾向にある。ポリカーボネート樹脂（ｉｉ）のよ
り好ましい分子量の下限は、１７，０００、さらに好ましくは１８，０００であり、その
上限はより好ましくは２７，０００である。
　なお、粘度平均分子量（Ｍｖ）の定義は、前記したとおりである。
【００３０】
　ポリカーボネート樹脂（ｉｉ）は、一種または２種以上を混合して使用してもよく、粘
度平均分子量の異なる２種類以上のポリカーボネート樹脂を混合して上記粘度平均分子量
に調整してもよい。また、必要に応じ、粘度平均分子量が上記の好適範囲外であるポリカ
ーボネート樹脂を混合して用いてもよい。
【００３１】
＜ポリカーボネート樹脂の製造方法＞
　本発明に使用するポリカーボネート樹脂を製造する方法は、特に限定されるものではな
く、任意の方法を採用できる。その例を挙げると、界面重合法、溶融エステル交換法、ピ
リジン法、環状カーボネート化合物の開環重合法、プレポリマーの固相エステル交換法な
どを挙げることができる。
　以下、これらの方法のうち特に好適なものについて、具体的に説明する。
【００３２】
・界面重合法
　まず、ポリカーボネート樹脂を界面重合法で製造する場合について説明する。
　界面重合法では、反応に不活性な有機溶媒及びアルカリ水溶液の存在下で、通常ｐＨを
９以上に保ち、前記各ジヒドロキシ化合物とカーボネート前駆体（好ましくは、ホスゲン
）とを反応させた後、重合触媒の存在下で界面重合を行うことによってポリカーボネート
樹脂を得る。なお、反応系には、必要に応じて分子量調整剤（末端停止剤）を存在させて
もよく、ジヒドロキシ化合物の酸化防止のために酸化防止剤を存在させてもよい。
【００３３】
　反応に不活性な有機溶媒としては、例えば、ジクロロメタン、１，２－ジクロロエタン
、クロロホルム、モノクロロベンゼン、ジクロロベンゼン等の塩素化炭化水素等；ベンゼ
ン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素；などが挙げられる。なお、有機溶媒は、１
種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００３４】
　アルカリ水溶液に含有されるアルカリ化合物としては、例えば、水酸化ナトリウム、水
酸化カリウム、水酸化リチウム、炭酸水素ナトリウム等のアルカリ金属化合物やアルカリ
土類金属化合物が挙げられるが、なかでも水酸化ナトリウム及び水酸化カリウムが好まし
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い。なお、アルカリ化合物は、１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比
率で併用しても良い。
　アルカリ水溶液中のアルカリ化合物の濃度に制限は無いが、通常、反応のアルカリ水溶
液中のｐＨを１０～１２にコントロールするために、５～１０質量％で使用される。また
、例えばホスゲンを吹き込むに際しては、水相のｐＨが１０～１２、好ましくは１０～１
１になる様にコントロールするために、ビスフェノール化合物とアルカリ化合物とのモル
比を、通常１：１．９以上、なかでも１：２．０以上、また、通常１：３．２以下、なか
でも１：２．５以下とすることが好ましい。
【００３５】
　重合触媒としては、例えば、トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリブチルアミン
、トリプロピルアミン、トリヘキシルアミン等の脂肪族三級アミン；Ｎ，Ｎ’－ジメチル
シクロヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ’－ジエチルシクロヘキシルアミン等の脂環式三級アミン
；Ｎ，Ｎ’－ジメチルアニリン、Ｎ，Ｎ’－ジエチルアニリン等の芳香族第三級アミン；
トリメチルベンジルアンモニウムクロライド、テトラメチルアンモニウムクロライド、ト
リエチルベンジルアンモニウムクロライド等の第四級アンモニウム塩等；ピリジン；グア
ニン；グアニジンの塩；等が挙げられる。なお、重合触媒は、１種を用いてもよく、２種
以上を任意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００３６】
　分子量調節剤としては、例えば、一価のフェノール性水酸基を有する芳香族フェノール
；メタノール、ブタノールなどの脂肪族アルコール；メルカプタン；フタル酸イミド等が
挙げられるが、なかでも芳香族フェノールが好ましい。
　このような芳香族フェノールとしては、具体的に、ｍ－メチルフェノール、ｐ－メチル
フェノール、ｍ－プロピルフェノール、ｐ－プロピルフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチル
フェノール、ｐ－長鎖アルキル置換フェノール等のアルキル基置換フェノール；イソプロ
パニルフェノール等のビニル基含有フェノール；エポキシ基含有フェノール；ｏ－オキシ
ン安息香酸、２－メチル－６－ヒドロキシフェニル酢酸等のカルボキシル基含有フェノー
ル；等が挙げられる。なお、分子量調整剤は、１種を用いてもよく、２種以上を任意の組
み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００３７】
　分子量調節剤の使用量は、ジヒドロキシ化合物１００モルに対して、通常０．５モル以
上、好ましくは１モル以上であり、また、通常５０モル以下、好ましくは３０モル以下で
ある。分子量調整剤の使用量をこの範囲とすることで、ポリカーボネート樹脂組成物の熱
安定性及び耐加水分解性を向上させることができる。
【００３８】
　反応の際に、反応基質、反応媒、触媒、添加剤等を混合する順番は、所望のポリカーボ
ネート樹脂が得られる限り任意であり、適切な順番を任意に設定すればよい。例えば、カ
ーボネート前駆体としてホスゲンを用いた場合には、分子量調節剤はジヒドロキシ化合物
とホスゲンとの反応（ホスゲン化）の時から重合反応開始時までの間であれば任意の時期
に混合できる。
　なお、反応温度は通常０～４０℃であり、反応時間は通常は数分（例えば、１０分）～
数時間（例えば、６時間）である。
【００３９】
・溶融エステル交換法
　次に、ポリカーボネート樹脂を溶融エステル交換法で製造する場合について説明する。
溶融エステル交換法では、例えば、炭酸ジエステルとジヒドロキシ化合物とのエステル交
換反応を行う。
【００４０】
　ジヒドロキシ化合物は、それぞれ前述の通りである。
　一方、炭酸ジエステルとしては、例えば、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネー
ト、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルカーボネート等の炭酸ジアルキル化合物；ジフェニルカーボネ
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ート；ジトリルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネートなどが挙げられる。なかで
も、ジフェニルカーボネート及び置換ジフェニルカーボネートが好ましく、ジフェニルカ
ーボネートが特に好ましい。なお、炭酸ジエステルは１種を用いてもよく、２種以上を任
意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００４１】
　ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルとの比率は所望のポリカーボネート樹脂が得られ
る限り任意であるが、ジヒドロキシ化合物１モルに対して、炭酸ジエステルを等モル量以
上用いることが好ましく、なかでも１．０１モル以上用いることがより好ましい。なお、
上限は通常１．３０モル以下である。このような範囲にすることで、末端水酸基量を好適
な範囲に調整できる。
【００４２】
　ポリカーボネート樹脂では、その末端水酸基量が、熱安定性、加水分解安定性、色調等
に大きな影響を及ぼす傾向がある。このため、公知の任意の方法によって末端水酸基量を
必要に応じて調整してもよい。エステル交換反応においては、通常、炭酸ジエステルとジ
ヒドロキシ化合物との混合比率、エステル交換反応時の減圧度などを調整することにより
、末端水酸基量を調整したポリカーボネート樹脂を得ることができる。なお、この操作に
より、通常は得られるポリカーボネート樹脂の分子量を調整することもできる。
【００４３】
　炭酸ジエステルとジヒドロキシ化合物との混合比率を調整して末端水酸基量を調整する
場合、その混合比率は前記の通りである。
　また、より積極的な調整方法としては、反応時に別途、末端停止剤を混合する方法が挙
げられる。この際の末端停止剤としては、例えば、一価フェノール類、一価カルボン酸類
、炭酸ジエステル類などが挙げられる。なお、末端停止剤は、１種を用いてもよく、２種
以上を任意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００４４】
　溶融エステル交換法によりポリカーボネート樹脂を製造する際には、通常、エステル交
換触媒が使用される。エステル交換触媒は任意のものを使用できる。なかでも、アルカリ
金属化合物及び／又はアルカリ土類金属化合物を用いることが好ましい。また補助的に、
例えば塩基性ホウ素化合物、塩基性リン化合物、塩基性アンモニウム化合物、アミン系化
合物などの塩基性化合物を併用してもよい。なお、エステル交換触媒は、１種を用いても
よく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
【００４５】
　溶融エステル交換法において、反応温度は通常１００～３２０℃である。また、反応時
の圧力は通常２ｍｍＨｇ以下の減圧条件である。具体的操作としては、この範囲の条件で
、ヒドロキシ化合物等の副生成物を除去しながら、溶融重縮合反応を行えばよい。
【００４６】
　溶融重縮合反応は、バッチ式、連続式の何れの方法でも行うことができる。バッチ式で
行う場合、反応基質、反応媒、触媒、添加剤等を混合する順番は、所望のポリカーボネー
ト樹脂が得られる限り任意であり、適切な順番を任意に設定すればよい。ただし、ポリカ
ーボネート樹脂及びポリカーボネート樹脂組成物の安定性等を考慮すると、溶融重縮合反
応は連続式で行うことが好ましい。
【００４７】
　溶融エステル交換法においては、必要に応じて、触媒失活剤を用いても良い。触媒失活
剤としてはエステル交換触媒を中和する化合物を任意に用いることができる。その例を挙
げると、イオウ含有酸性化合物及びその誘導体などが挙げられる。なお、触媒失活剤は、
１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で併用しても良い。
　触媒失活剤の使用量は、前記のエステル交換触媒が含有するアルカリ金属又はアルカリ
土類金属に対して、通常０．５当量以上、好ましくは１当量以上であり、また、通常１０
当量以下、好ましくは５当量以下である。更には、ポリカーボネート樹脂に対して、通常
１質量ｐｐｍ以上であり、また、通常１００質量ｐｐｍ以下、好ましくは２０質量ｐｐｍ
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以下である。
【００４８】
＜ポリカーボネート樹脂（ｉ）及び（ｉｉ）の割合＞
　本発明に用いるポリカーボネート樹脂として好ましく使用されるポリカーボネート樹脂
（ｉ）及びポリカーボネート樹脂（ｉｉ）の混合割合は、両者の質量比で、ポリカーボネ
ート樹脂（ｉ）／ポリカーボネート樹脂（ｉｉ）＝８０／２０～２０／８０であることが
好ましい。このような混合割合で用いることにより、高い表面硬度と耐面衝撃性、さらに
高度な透明性を達成することが可能となる。ポリカーボネート樹脂（ｉ）は、その質量比
が２０を下回ると成形品の表面硬度が低下し、実製品としたときに表面が傷つき易くなっ
てしまいやすく、８０を超えると成形品の耐面衝撃性が低下し、実製品としたときに割れ
易くなってしまう。
　好ましい混合比は、ポリカーボネート樹脂（ｉ）／ポリカーボネート樹脂（ｉｉ）＝８
０／２０～３０／７０である。
【００４９】
　また、ポリカーボネート樹脂（ｉ）及びポリカーボネート樹脂（ｉｉ）は、ポリカーボ
ネート樹脂（ｉ）及びポリカーボネート樹脂（ｉｉ）の合計１００質量％中、１０質量％
以上をフレーク状の粉末として用いても良い。フレーク状粉末の含有割合は好ましくは１
５質量％以上、より好ましくは２０質量％以上である。このような割合でフレーク状の粉
末を含むことにより、後述の必要に応じて添加剤を配合する場合の組成物製造時に添加剤
成分が分級するのを防ぎ、未溶融物の発生や添加剤の凝集等を抑制し、難燃性、耐面衝撃
性、透明性に優れた成形品が得られやすい傾向にある。フレーク状粉末の平均粒径は、２
ｍｍ以下が好ましく、１．５ｍｍ以下がより好ましい。
　フレーク状の粉末以外のポリカーボネート樹脂としては、ペレット状のものが好ましい
。ペレット長さは、好ましくは１～５ｍｍ、より好ましくは２～４ｍｍであり、断面が楕
円形の場合は長径が２～３．５ｍｍ、短径が１～２．５ｍｍ、断面が円形の場合は直径２
～３ｍｍのものが好ましい。ペレットの長さや断面形状は、ポリカーボネート樹脂製造時
のストランドカッターの刃の回転数、巻き取り速度、押出機の吐出量等により調整するこ
とができる。
【００５０】
［その他の成分］
　ポリカーボネート樹脂組成物は、所望の諸物性を著しく損なわない限り、必要に応じて
、上記以外のその他成分を含有していてもよい。その他の成分の例を挙げると、ポリカー
ボネート樹脂以外の樹脂、各種樹脂添加剤などが挙げられる。なお、その他の成分は、１
種が含有されていてもよく、２種以上が任意の組み合わせ及び比率で含有されていても良
い。
【００５１】
・その他の樹脂
　その他の樹脂としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリトリメチレン
テレフタレート、ポリブチレンテレフタレート樹脂などの熱可塑性ポリエステル樹脂；ポ
リスチレン樹脂、高衝撃ポリスチレン樹脂（ＨＩＰＳ）、アクリロニトリル－スチレン共
重合体（ＡＳ樹脂）、アクリロニトリル－スチレン－アクリルゴム共重合体（ＡＳＡ樹脂
）、アクリロニトリル－エチレンプロピレン系ゴム－スチレン共重合体（ＡＥＳ樹脂）、
アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体（ＡＢＳ樹脂）などのスチレン系樹脂
；ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂等のポリオレフィン樹脂；ポリアミド樹脂；ポ
リイミド樹脂；ポリエーテルイミド樹脂；ポリウレタン樹脂；ポリフェニレンエーテル樹
脂；ポリフェニレンサルファイド樹脂；ポリスルホン樹脂；（メタ）アクリレート系共重
合体等が挙げられる。
　なお、その他の樹脂は、１種が含有されていてもよく、２種以上が任意の組み合わせ及
び比率で含有されていても良い。
　その他の樹脂を含有する場合は、ポリカーボネート樹脂及びその他の樹脂の合計１００
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質量％基準で、４０質量％以下であることが好ましく、３０質量％以下であることがより
好ましく、２０質量％以下であることがさらに好ましい。その他の樹脂を上記の範囲より
も多く用いた場合は、表面硬度、面衝撃強度、透明性が低下する場合がある。
【００５２】
・樹脂添加剤
　樹脂添加剤としては、例えば、熱安定剤、酸化防止剤、離型剤、紫外線吸収剤、難燃剤
、染顔料、帯電防止剤、防曇剤、滑剤、アンチブロッキング剤、流動性改良剤、可塑剤、
分散剤、抗菌剤などが挙げられる。なお、樹脂添加剤は１種が含有されていてもよく、２
種以上が任意の組み合わせ及び比率で含有されていても良い。
　以下、本発明に使用するポリカーボネート樹脂組成物に好適な添加剤の例について具体
的に説明する。
【００５３】
・・熱安定剤
　熱安定剤としては、例えばリン系化合物が挙げられる。リン系化合物としては、公知の
任意のものを使用できる。具体例を挙げると、リン酸、ホスホン酸、亜燐酸、ホスフィン
酸、ポリリン酸などのリンのオキソ酸；酸性ピロリン酸ナトリウム、酸性ピロリン酸カリ
ウム、酸性ピロリン酸カルシウムなどの酸性ピロリン酸金属塩；リン酸カリウム、リン酸
ナトリウム、リン酸セシウム、リン酸亜鉛など第１族または第２Ｂ族金属のリン酸塩；有
機ホスフェート化合物、有機ホスファイト化合物、有機ホスホナイト化合物などが挙げら
れるが、有機ホスファイト化合物が特に好ましい。
【００５４】
　有機ホスファイト化合物としては、トリフェニルホスファイト、トリス（モノノニルフ
ェニル）ホスファイト、トリス（モノノニル／ジノニル・フェニル）ホスファイト、トリ
ス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、モノオクチルジフェニルホ
スファイト、ジオクチルモノフェニルホスファイト、モノデシルジフェニルホスファイト
、ジデシルモノフェニルホスファイト、トリデシルホスファイト、トリラウリルホスファ
イト、トリステアリルホスファイト、２，２－メチレンビス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェニル）オクチルホスファイト等が挙げられる。
　このような、有機ホスファイト化合物としては、具体的には、例えば、ＡＤＥＫＡ社製
「アデカスタブ１１７８」、「アデカスタブ２１１２」、「アデカスタブＨＰ－１０」、
城北化学工業社製「ＪＰ－３５１」、「ＪＰ－３６０」、「ＪＰ－３ＣＰ」、チバ・スペ
シャルティ・ケミカルズ社製「イルガフォス１６８」等が挙げられる。
　なお、熱安定剤は、１種が含有されていてもよく、２種以上が任意の組み合わせ及び比
率で含有されていても良い。
【００５５】
　熱安定剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対して、通常０．００１質
量部以上、好ましくは０．０１質量部以上、より好ましくは０．０３質量部以上であり、
また、通常１質量部以下、好ましくは０．７質量部以下、より好ましくは０．５質量部以
下である。熱安定剤の含有量が前記範囲の下限値以下の場合は、熱安定効果が不十分とな
る可能性があり、熱安定剤の含有量が前記範囲の上限値を超える場合は、効果が頭打ちと
なり経済的でなくなる可能性がある。
【００５６】
・・酸化防止剤
　酸化防止剤としては、例えばヒンダードフェノール系酸化防止剤が挙げられる。その具
体例としては、ペンタエリスリトールテトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、チオジエチレンビス［３－（
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、Ｎ，Ｎ’
－ヘキサン－１，６－ジイルビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シフェニルプロピオナミド）、２，４－ジメチル－６－（１－メチルペンタデシル）フェ
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ノール、ジエチル［［３，５－ビス（１，１－ジメチルエチル）－４－ヒドロキシフェニ
ル］メチル］ホスフォエート、３，３’，３’’，５，５’，５’’－ヘキサ－ｔｅｒｔ
－ブチル－ａ，ａ’，ａ’’－（メシチレン－２，４，６－トリイル）トリ－ｐ－クレゾ
ール、４，６－ビス（オクチルチオメチル）－ｏ－クレゾール、エチレンビス（オキシエ
チレン）ビス［３－（５－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ｍ－トリル）プロピオネ
ート］、ヘキサメチレンビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフ
ェニル）プロピオネート］、１，３，５－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－
ヒドロキシベンジル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－ト
リオン、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－（４，６－ビス（オクチルチオ）－１，３
，５－トリアジン－２－イルアミノ）フェノール、２－［１－（２－ヒドロキシ－３，５
－ジ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェニル）エチル］－４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェニ
ルアクリレート等が挙げられる。
【００５７】
　なかでも、ペンタエリスリトールテトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネートが好ましい。このようなフェノー
ル系酸化防止剤としては、具体的には、例えば、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製
「イルガノックス１０１０」、「イルガノックス１０７６」、ＡＤＥＫＡ社製「アデカス
タブＡＯ－５０」、「アデカスタブＡＯ－６０」等が挙げられる。
　なお、酸化防止剤は、１種が含有されていてもよく、２種以上が任意の組み合わせ及び
比率で含有されていても良い。
【００５８】
　酸化防止剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対して、通常０．００１
質量部以上、好ましくは０．０１質量部以上であり、また、通常１質量部以下、好ましく
は０．５質量部以下である。酸化防止剤の含有量が前記範囲の下限値以下の場合は、酸化
防止剤としての効果が不十分となる可能性があり、酸化防止剤の含有量が前記範囲の上限
値を超える場合は、効果が頭打ちとなり経済的でなくなる可能性がある。
【００５９】
・・離型剤
　離型剤としては、例えば、脂肪族カルボン酸、脂肪族カルボン酸とアルコールとのエス
テル、数平均分子量２００～１５，０００の脂肪族炭化水素化合物、ポリシロキサン系シ
リコーンオイルなどが挙げられる。
【００６０】
　脂肪族カルボン酸としては、例えば、飽和または不飽和の脂肪族一価、二価または三価
カルボン酸を挙げることができる。ここで脂肪族カルボン酸とは、脂環式のカルボン酸も
包含する。これらの中で好ましい脂肪族カルボン酸は炭素数６～３６の一価または二価カ
ルボン酸であり、炭素数６～３６の脂肪族飽和一価カルボン酸がさらに好ましい。かかる
脂肪族カルボン酸の具体例としては、パルミチン酸、ステアリン酸、カプロン酸、カプリ
ン酸、ラウリン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、メリシン酸、
テトラリアコンタン酸、モンタン酸、アジピン酸、アゼライン酸などが挙げられる。
【００６１】
　脂肪族カルボン酸とアルコールとのエステルにおける脂肪族カルボン酸としては、例え
ば、前記脂肪族カルボン酸と同じものが使用できる。一方、アルコールとしては、例えば
、飽和または不飽和の一価または多価アルコールが挙げられる。これらのアルコールは、
フッ素原子、アリール基などの置換基を有していてもよい。これらの中では、炭素数３０
以下の一価または多価の飽和アルコールが好ましく、炭素数３０以下の脂肪族飽和一価ア
ルコールまたは脂肪族飽和多価アルコールがさらに好ましい。なお、ここで脂肪族とは、
脂環式化合物も含有する。
【００６２】
　かかるアルコールの具体例としては、オクタノール、デカノール、ドデカノール、ステ
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アリルアルコール、ベヘニルアルコール、エチレングリコール、ジエチレングリコール、
グリセリン、ペンタエリスリトール、２，２－ジヒドロキシペルフルオロプロパノール、
ネオペンチレングリコール、ジトリメチロールプロパン、ジペンタエリスリトール等が挙
げられる。
【００６３】
　なお、上記のエステルは、不純物として脂肪族カルボン酸及び／またはアルコールを含
有していてもよい。また、上記のエステルは、純物質であってもよいが、複数の化合物の
混合物であってもよい。さらに、結合して一つのエステルを構成する脂肪族カルボン酸及
びアルコールは、それぞれ、１種を用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率
で併用しても良い。
【００６４】
　脂肪族カルボン酸とアルコールとのエステルの具体例としては、蜜ロウ（ミリシルパル
ミテートを主成分とする混合物）、ステアリン酸ステアリル、ベヘン酸ベヘニル、ベヘン
酸ステアリル、グリセリンモノパルミテート、グリセリンモノステアレート、グリセリン
ジステアレート、グリセリントリステアレート、ペンタエリスリトールモノパルミテート
、ペンタエリスリトールモノステアレート、ペンタエリスリトールジステアレート、ペン
タエリスリトールトリステアレート、ペンタエリスリトールテトラステアレート等が挙げ
られる。
【００６５】
　数平均分子量２００～１５，０００の脂肪族炭化水素としては、例えば、流動パラフィ
ン、パラフィンワックス、マイクロワックス、ポリエチレンワックス、フィッシャ－トロ
プシュワックス、炭素数３～１２のα－オレフィンオリゴマー等が挙げられる。なお、こ
こで脂肪族炭化水素としては、脂環式炭化水素も含まれる。また、これらの炭化水素は部
分酸化されていてもよい。
【００６６】
　これらの中では、パラフィンワックス、ポリエチレンワックスまたはポリエチレンワッ
クスの部分酸化物が好ましく、パラフィンワックス、ポリエチレンワックスがさらに好ま
しい。
　また、前記の脂肪族炭化水素の数平均分子量は、好ましくは５，０００以下である。
　なお、脂肪族炭化水素は単一物質であってもよいが、構成成分や分子量が様々なものの
混合物であっても、主成分が上記の範囲内であれば使用できる。
【００６７】
　なお、上述した離型剤は、１種が含有されていてもよく、２種以上が任意の組み合わせ
及び比率で含有されていても良い。
　離型剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対して、通常０．００１質量
部以上、好ましくは０．０１質量部以上であり、また、通常２質量部以下、好ましくは１
質量部以下である。離型剤の含有量が前記範囲の下限値以下の場合は、離型性の効果が十
分でない場合があり、離型剤の含有量が前記範囲の上限値を超える場合は、耐加水分解性
の低下、射出成形時の金型汚染などが生じる可能性がある。
【００６８】
・・紫外線吸収剤
　紫外線吸収剤としては、例えば、酸化セリウム、酸化亜鉛などの無機紫外線吸収剤；ベ
ンゾトリアゾール化合物、ベンゾフェノン化合物、サリシレート化合物、シアノアクリレ
ート化合物、トリアジン化合物、オギザニリド化合物、マロン酸エステル化合物、ヒンダ
ードアミン化合物などの有機紫外線吸収剤などが挙げられる。これらの中では有機紫外線
吸収剤が好ましく、ベンゾトリアゾール化合物がより好ましい。有機紫外線吸収剤を選択
することで、ポリカーボネート樹脂組成物の透明性や機械物性が良好なものになる。
【００６９】
　ベンゾトリアゾール化合物の具体例としては、例えば、２－（２’－ヒドロキシ－５’
－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－３’，５’－ビス（
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α，α－ジメチルベンジル）フェニル］－ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ
－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－フェニル）－ベンゾトリアゾール、２－（２’－
ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリ
アゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－フェニル）－
５－クロロベンゾトリアゾール）、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ
－アミル）－ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔｅｒｔ－オクチル
フェニル）ベンゾトリアゾール、２，２’－メチレンビス［４－（１，１，３，３－テト
ラメチルブチル）－６－（２Ｎ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール］等が挙げ
られ、なかでも２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾト
リアゾール、２，２’－メチレンビス［４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－
６－（２Ｎ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール］が好ましく、特に２－（２’
－ヒドロキシ－５’－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾールが好ましい。
【００７０】
　このようなベンゾトリアゾール化合物としては、具体的には例えば、シプロ化成社製（
商品名、以下同じ）「シーソーブ７０１」、「シーソーブ７０２」、「シーソーブ７０３
」、「シーソーブ７０４」、「シーソーブ７０５」、「シーソーブ７０９」、共同薬品社
製「バイオソーブ５２０」、「バイオソーブ５８０」、「バイオソーブ５８２」、「バイ
オソーブ５８３」、ケミプロ化成社製「ケミソーブ７１」、「ケミソーブ７２」、サイテ
ックインダストリーズ社製「サイアソーブＵＶ５４１１」、ＡＤＥＫＡ社製「ＬＡ－３２
」、「ＬＡ－３８」、「ＬＡ－３６」、「ＬＡ－３４」、「ＬＡ－３１」、チバ・スペシ
ャルティ・ケミカルズ社製「チヌビンＰ」、「チヌビン２３４」、「チヌビン３２６」、
「チヌビン３２７」、「チヌビン３２８」等が挙げられる。
【００７１】
　紫外線吸収剤の含有量は、ポリカーボネート樹脂１００質量部に対して、通常０．００
１質量部以上、好ましくは０．１質量部以上であり、また、通常１質量部以下、好ましく
は０．５質量部以下である。紫外線吸収剤の含有量が前記範囲の下限値以下の場合は、耐
候性の改良効果が乏しく、紫外線吸収剤の含有量が前記範囲の上限を超える場合は、モー
ルドデボジット等が生じ、金型汚染を引き起こしやすい。
　なお、紫外線吸収剤は、１種が含有されていてもよく、２種以上が任意の組み合わせ及
び比率で含有されていても良い。
【００７２】
［ポリカーボネート樹脂組成物の製造方法］
　ポリカーボネート樹脂の成形品を成形するためのポリカーボネート樹脂組成物の製造方
法に制限はなく、公知のポリカーボネート樹脂組成物の製造方法を広く採用でき、ポリカ
ーボネート樹脂及び必要に応じて配合されるその他の成分を、例えばタンブラーやヘンシ
ェルミキサーなどの各種混合機を用い予め混合した後、バンバリーミキサー、ロール、ブ
ラベンダー、単軸混練押出機、二軸混練押出機、ニーダーなどの混合機で溶融混練する方
法が挙げられる。なお、溶融混練の温度は特に制限されないが、通常２４０～３２０℃の
範囲である。
【００７３】
［成形品］
　得られたポリカーボネート樹脂組成物は、上記したポリカーボネート樹脂組成物をペレ
タイズしたペレットを各種の成形法で成形して成形品とされる。またペレットを経由せず
に、押出機で溶融混練された樹脂を直接、成形して成形品にすることもできる。
　成形品の形状としては、特に制限はなく、成形品の用途、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、板状、プレート状、ロッド状、シート状、フィルム状、円筒状、環状
、円形状、楕円形状、多角形形状、異形品、中空品、枠状、箱状、パネル状のもの等、ま
た、具体的なものとしては、例えば、自動車内装用パネル、自動車（二輪車）ヘッドラン
プレンズ、窓、筺体等や特殊な形状のもの等、各種形状のものが挙げられる。また、例え
ば表面に凹凸を有していたり、三次元曲面を有する立体的な形状のものであってもよい。
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また、シートやフィルム、板状等として使用する場合には、他の樹脂シートと積層した多
層構造の積層体であってもよい。
【００７４】
　成形品を成形する方法としては、特に制限されず、従来公知の成形法を採用でき、例え
ば、射出成形法、射出圧縮成形法、押出成形法、異形押出法、トランスファー成形法、中
空成形法、ガスアシスト中空成形法、ブロー成形法、押出ブロー成形、ＩＭＣ（インモー
ルドコ－ティング成形）成形法、回転成形法、多層成形法、２色成形法、インサート成形
法、サンドイッチ成形法、発泡成形法、加圧成形法等が挙げられる。
【００７５】
　このようにして得られる成形品は、ＪＩＳ　Ｋ５６００による鉛筆硬度がＨＢ以上であ
り、かつ、ＪＩＳ　Ｋ７２１１による高速面衝撃試験におけるパンクチャー点でのエネル
ギーが５０Ｊ以上である。鉛筆硬度がＨＢより低いと、成形品に硬化物層を形成した場合
であっても、成形品の表面硬度が低く、実際の製品とした際、使用中に表面が傷付きやす
くなってしまう。鉛筆硬度は、中でもＦ以上、特にはＨ以上であることが好ましい。また
、パンクチャー点でのエネルギーが５０Ｊ未満の場合は、成形品に硬化物層を形成した場
合であっても面衝撃強度が低く、実際の製品とした際、市場で割れる、欠ける等の不具合
を起こす危険性が非常に高い。
　なお、硬化物層が形成される前の成形品の高速面衝撃試験におけるパンクチャー点での
エネルギーは、ＪＩＳ　Ｋ７２１１－２に準拠し、ストライカー直径２０ｍｍ、サンプル
サポート４０ｍｍ、打抜き試験速度４．４ｍ／ｓｅｃ、温度２３℃の条件で測定される。
【００７６】
［硬化物層］
　本発明においては、ポリカーボネート樹脂成形品の表面は、エネルギー線硬化性アクリ
ル系樹脂組成物の硬化物層で被覆される。エネルギー線としては、紫外線、電子線、α線
、β線、γ線等の放射線等があるが、紫外線硬化型のものが、実用性や作業性、作業環境
等の観点から好ましい。
　エネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成物としては、アクリル系の光重合性プレポリマ
ーや光重合性モノマーなどを主成分として、さらに光重合開始剤などが添加された樹脂組
成物を利用することができる。
【００７７】
　アクリル系の光重合性プレポリマーとしては、ウレタン（メタ）アクリレート、ポリエ
ステル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、メラミン（メタ）アクリ
レートなどを挙げることができる。
　また、アクリル系の光重合性モノマーとしては、メチル（メタ）アクリレート、エチル
（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、
２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラウリル
（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、アリル（メタ）アクリレート
、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、メチルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、
イソボルニル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－
ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、グリセロール（メタ）アクリレート、グリシ
ジル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ
）アクリレート、２－（２－エトキシエトキシ）エチル（メタ）アクリレート、ブトキシ
エチル（メタ）アクリレート、２－メトキシエチル（メタ）アクリレート、メトキシジエ
チレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシトリエチレングリコール（メタ）アク
リレート、メトキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、２－メトキシプロピ
ル（メタ）アクリレート、メトキシジプロピレングリコール（メタ）アクリレート、メト
キシトリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリプロピレングリコー
ル（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリプロピレ
ングリコール（メタ）アクリレートなどを挙げることができる。
　また、これらは、単独又は２種以上を混合して使用しても良い。
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【００７８】
　光重合開始剤としては、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエ
ーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテルなどのベンゾイン
類；アセトフェノン、２，２－ジエトキシ－２－フェニルアセトフェノン、１，１－ジク
ロロアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－フェニルプロパン－１－オン、ジエ
トキシアセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－メチル－１
－〔４－（メチルチオ）フェニル〕－２－モルフォリノプロパン－１－オンなどのアセト
フェノン類；２－エチルアントラキノン、２－ｔ－ブチルアントラキノン、２－クロロア
ントラキノン、２－アミルアントラキノンなどのアントラキノン類；２，４－ジエチルチ
オキサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチオキサントンなどのチオ
キサントン類；アセトフェノンジメチルケタール、ベンジルジメチルケタールなどのケタ
ール類；ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－４’－メチルジフェニルサルファイド、４，
４’－ビスメチルアミノベンゾフェノンなどのベンゾフェノン類；２，４，６－トリメチ
ルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイ
ル）－フェニルホスフィンオキサイドなどのホスフィンオキサイド類等が挙げられる。
　また、これらは、単独又は２種以上を混合して使用しても良い。
【００７９】
　エネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成物には、光安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤
、消泡剤、粘度調整剤、垂れ防止剤、難燃剤、顔料・染料、帯電防止剤等の各種添加剤又
は添加助剤を添加してもよい。
【００８０】
　以上のようなエネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成物を、ポリカーボネート樹脂成形
品の表面にコーティングして硬化物層を形成する。
　コーティングは、公知の塗布方法の中から、成形品の形状に応じた塗布方法を適宜選択
して行うことができ、例えば、バーコート法、ディップコート法、フローコート法、スプ
レーコート法、スピンコート法、ローラーコート法等が挙げられる。
【００８１】
　活性エネルギー線を照射する雰囲気としては、通常窒素ガス、炭酸ガス等の不活性ガス
雰囲気下が好ましいが、アクリル系樹脂組成物の種類により、雰囲気中の酸素含有量があ
る程度高い場合でも十分に硬化物層を形成させることも可能である。
　硬化物層の厚さとしては、１～３０μｍ程度が好ましく、より好ましくは５μｍ以上で
あり、また、上限はより好ましくは２５μｍ以下である。
【００８２】
［硬化物層が形成された成形品］
　このようにして得られる硬化物層が形成された成形品は、硬化物層を形成することによ
る鉛筆硬度の向上効果が極めて高い。硬化物層が形成された成形品はＪＩＳ　Ｋ５６００
による鉛筆硬度が３Ｈ以上であることが好ましく、４Ｈ以上であることがより好ましい。
また、本発明の樹脂成形品は、硬化物層を形成した場合であっても、ＪＩＳ　Ｋ７２１１
による高速面衝撃試験におけるパンクチャー点でのエネルギーが良好に維持され、パンク
チャー点でのエネルギーは好ましくは８Ｊ以上、より好ましくは１０Ｊ以上である。この
硬化物層を形成した場合でのパンクチャー点でのエネルギーが８Ｊ未満である場合、硬化
物層が形成された成形品は大変脆く、衝撃による破壊により、独立した鋭利な破片が形成
される。例えば、自動車の窓用途にこのような成形品が使用された場合、前記鋭利な破片
は、乗員にとって大変危険なものとなり、好ましくない。
【００８３】
　なお、硬化物層が形成された成形品の高速面衝撃試験におけるパンクチャー点でのエネ
ルギーは、ＪＩＳ　Ｋ７２１１－２に準拠し、ストライカー直径５／８インチ（約１５．
９ｍｍ）、サンプルサポート４０ｍｍ、打抜き試験速度４．４ｍ／ｓｅｃ、温度２３℃の
条件にて、硬化物層側から打ち抜くことにより測定される。
【００８４】
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　硬化物層が形成された本発明の成形品は、優れた機械特性を有し、高い表面硬度と耐面
衝撃性を有するので、例えば、以下のようなものに好ましく適用できる。
・建物（ビル、家屋、温室等）の窓ガラス；車、飛行機、建設機械の窓ガラス；ガレージ
、アーケード等の屋根；サンルーフ、ルーフパネル、日除け；各種のぞき窓；
・照灯用レンズ、信号機レンズ、光学機器のレンズ；レンズカバー；ミラー、眼鏡、ゴー
グル、バイクの風防；太陽電池カバー；保護カバー；
・ヘッドランプ、インナーレンズ、リアランプ等の各種自動車用ランプカバー；自動車内
装パネル；
・ディスプレイ装置用カバー、表示パネル用部材、遊技機（パチンコ等）用部品；
・各種携帯端末、カメラ、ゲーム機等、電気電子機器やＯＡ機器の筺体；ヘルメット；
・フィルム（シート）およびその積層体。
　特に、自動車内装パネル、自動車ランプレンズ、窓、筐体等に好適である。
【実施例】
【００８５】
　以下、実施例を示して本発明について更に具体的に説明する。ただし、本発明は以下の
実施例に限定して解釈されるものではない。
　以下の実施例及び比較例で使用した原料は次の通りである。
【００８６】
［ポリカーボネート樹脂］
　前記したポリカーボネート樹脂（ｉ）に該当するポリカーボネート樹脂として、以下の
製造例によるポリカーボネート樹脂（以下、「ＰＣ－１」）を使用した。
（１）ポリカーボネート樹脂（ＰＣ－１）の製造：
　２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン（以下、「ＢＰＣ」と
記す。）２６．１４モル（６．７５ｋｇ）と、ジフェニルカーボネート２６．６６モル（
５．７１ｋｇ）を、撹拌機および溜出凝縮装置付きのＳＵＳ製反応器（内容積４０リット
ル）内に入れ、反応器内を窒素ガスで置換後、窒素ガス雰囲気下で２２０℃まで３０分間
かけて昇温した。
　次いで、反応器内の反応液を撹拌し、溶融状態下の反応液にエステル交換反応触媒とし
て炭酸セシウム（Ｃｓ２ＣＯ３）を、ＢＰＣ１モルに対し１．５×１０－６モルとなるよ
うに加え、窒素ガス雰囲気下、２２０℃で３０分、反応液を撹拌醸成した。次に、同温度
下で反応器内の圧力を４０分かけて１００Ｔｏｒｒに減圧し、さらに、１００分間反応さ
せ、フェノールを溜出させた。
【００８７】
　次に、反応器内を６０分かけて温度を２８０℃まで上げるとともに３Ｔｏｒｒまで減圧
し、留出理論量のほぼ全量に相当するフェノールを留出させた。次に、同温度下で反応器
内の圧力を１Ｔｏｒｒ未満に保ち、さらに８０分間反応を続け重縮合反応を終了させた。
このとき、撹拌機の攪拌回転数は３８回転／分であり、反応終了直前の反応液温度は３０
０℃、攪拌動力は１．４０ｋＷであった。
　次に、溶融状態のままの反応液を２軸押出機に送入し、炭酸セシウムに対して４倍モル
量のｐ－トルエンスルホン酸ブチルを２軸押出機の第１供給口から供給し、反応液と混練
し、その後、反応液を２軸押出機のダイを通してストランド状に押し出し、カッターで切
断してカーボネート樹脂（ＰＣ－１）のペレットを得た。
【００８８】
　得られたポリカーボネート樹脂（ＰＣ－１）の物性は以下の通りであった。
　　鉛筆硬度：２Ｈ
　　粘度平均分子量（Ｍｖ）：３２，０００
【００８９】
　また、前記したポリカーボネート樹脂（ｉ）に該当しないポリカーボネート樹脂（Ｍｖ
＝１７，１００）として、以下のポリカーボネート樹脂（ＰＣ－３）を使用した。
　また、前記したポリカーボネート樹脂（ｉｉ）に該当するポリカーボネート樹脂として
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、ポリカーボネート樹脂（以下、「ＰＣ－２」及び「ＰＣ－４」）を、前記ポリカーボネ
ート樹脂（ｉｉ）に該当しないポリカーボネート樹脂（Ｍｖ＝１５，０００）として、以
下のポリカーボネート樹脂（ＰＣ－５）を使用した。
（２）ＰＣ－２
　ビスフェノール－Ａを出発原料とした溶融法によるポリカーボネート樹脂
　　三菱エンジニアリングプラスチックス社製
　　商品名「ＮＯＶＡＲＥＸ　Ｍ７０２７ＢＦ」
　　鉛筆硬度　２Ｂ
　　粘度平均分子量（Ｍｖ）　２６，０００
（３）ＰＣ－３
　２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサンを出発原料とし
たポリカーボネート樹脂
　　ＳＡＢＩＣ社製、商品名「Ｌｅｘａｎ　ＤＭＸ２４１５」
　　鉛筆硬度　２Ｈ
　　粘度平均分子量（Ｍｖ）　１７，１００
（４）ＰＣ－４
　ビスフェノール－Ａを出発原料とした界面法によるポリカーボネート樹脂
　　三菱エンジニアリングプラスチックス社製
　　商品名「ユーピロン　Ｓ－３０００」
　　鉛筆硬度　２Ｂ
　　粘度平均分子量（Ｍｖ）　２１，０００
（５）ＰＣ－５
　ビスフェノール－Ａを出発原料とし界面法によるポリカーボネート樹脂
　　三菱エンジニアリングプラスチックス社製
　　商品名「ユーピロン　Ｈ－４０００」（フレーク状粉末）
　　鉛筆硬度　２Ｂ
　　粘度平均分子量（Ｍｖ）　１５，０００
【００９０】
　なお、ポリカーボネート樹脂の粘度平均分子量（Ｍｖ）は、ポリカーボネート樹脂をジ
クロロメタンに溶解し（濃度６．０ｇ／Ｌ）、ウベローデ粘度管を用いて２０℃における
比粘度（ηｓｐ）を測定し、下記の式により粘度平均分子量（Ｍｖ）を算出した。
　　ηｓｐ／Ｃ＝［η］（１＋０．２８ηｓｐ）
　　［η］＝１．２３×１０－４Ｍｖ０．８３

　また、ポリカーボネート樹脂の鉛筆硬度は、ＪＩＳ　Ｋ７１５２に準拠して、射出成形
機（株式会社日本製鋼所製Ｊ５５ＡＤ）を用い、バレル温度２８０℃、金型温度８０℃の
条件下にて射出成形した多目的試験片の表面硬度を、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に準拠
し、鉛筆硬度試験機（東洋精機株式会社製）を用いて、７５０ｇ荷重にて測定した鉛筆硬
度を求めた。
【００９１】
［エネルギー線硬化性アクリル系樹脂組成物］
　以下のアクリル系紫外線硬化性樹脂組成物を使用した。
　　三菱レイヨン社製、商品名「ダイヤビームＵＬ－１１６７」
【００９２】
（実施例１～２、比較例１～３）
［ポリカーボネート樹脂組成物ペレットの製造］
　上記した各成分を、表１に記した割合（質量部）で配合し、タンブラーにて２０分混合
した後、スクリュー径４０ｍｍのベント付単軸押出機（田辺プラスチック機械社製「ＶＳ
－４０」）により、シリンダー温度２８０℃で溶融混練し、ストランドカットによりペレ
ットを得た。
【００９３】
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［試験片の作成］
　得られたペレットを、株式会社日本製鋼所製射出成形機（Ｊ２２０）にて、樹脂温度３
００℃、金型温度８０℃、射出時間１．８ｓｅｃ、射出圧力１４０ＭＰａ、保圧圧力６５
ＭＰａ、保圧時間１０ｓｅｃ、冷却時間２０ｓｅｃの条件で、１００ｍｍ×１００ｍｍ×
４ｍｍｔの平板状試験片を成形した。
【００９４】
［硬化物層の形成］
　次に、上記アクリル系紫外線硬化性樹脂組成物を、平板状試験片上に塗布し、続いて、
赤外線乾燥炉６０℃、９０ｓｅｃで溶媒を飛ばし、高圧水銀灯にて、紫外線を積算で１０
００ｍＪ／ｃｍ２照射し、膜厚１０μｍの硬化物層が形成された試験片を得た。
　得られた試験片につき、以下の評価・測定を行った。
【００９５】
［鉛筆硬度の測定］
　硬化物層形成前と後の平板状試験片につき、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に準拠し、鉛
筆硬度試験機（東洋精機株式会社製）を用いて、７５０ｇ荷重にて測定した鉛筆硬度を求
めた。なお、硬化物層形成後の平板状試験片については、硬化物層側の鉛筆硬度を測定し
た。
【００９６】
［高速面衝撃試験］
　ＪＩＳ　Ｋ７２１１－２に準拠して、島津製作所社製高速パンクチャー衝撃試験機「ハ
イドロショットＨＩＴＳ－Ｐ１０」を用い、硬化物層形成前の平板状試験片については、
ストライカー直径２０ｍｍ、サンプルサポート４０ｍｍ、打抜き試験速度４．４ｍ／ｓｅ
ｃ、温度２３℃にて測定し、硬化物層形成後の平板状試験片については、ストライカー直
径５／８インチ（約１５．９ｍｍ）、サンプルサポート４０ｍｍ、打抜き試験速度４．４
ｍ／ｓｅｃ、温度２３℃にて、硬化物層側から打ち抜くことにより測定した（単位：Ｊ）
。
　以上の評価結果を、以下の表１に示す。
【００９７】
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【００９８】
　表１から明らかなように、実施例の成形品は、硬化物層形成前後で、鉛筆硬度Ｆが３Ｈ
、Ｈが４Ｈと著しく硬度が高くなっている。また、硬化物層形成前の成形品は、面衝撃強
度が６６Ｊ、７５Ｊと極めて高く、硬化物層を形成した場合でも、面衝撃強度を良好に維
持することが可能であることが分かる。一方、比較例１～２では元々２Ｈと高い硬度であ
ったものが４Ｈ～５Ｈと硬度の向上巾が小さい上に面衝撃強度は著しく悪く、比較例３で
は鉛筆硬度がＨまでにしか高くならないことを示している。
　したがって、本発明の、高い表面硬度と耐面衝撃性を有するポリカーボネート樹脂成形
品を提供するという目的は、本発明の要件を全て満たして、はじめて達成されるというこ
とが分かる。
【産業上の利用可能性】
【００９９】
　本発明のポリカーボネート樹脂成形品は、優れた機械特性を有し、高い表面硬度と耐面
衝撃性を有するので、自動車、電気・電子機器、住宅等の幅広い分野において、好適に用
いることができ、産業上の利用性は非常に高い。
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